
常 陸 太 田 市

【令和8年度】

実　施　計　画

常陸太田市第6次総合計画

幸せを感じ、暮らし続けたいと思うまち 常陸太田

～子育て上手その先へ さらなる魅力の創造～



（５） 「様々な分野での生活利便性の向上」に向けた「デジタル化推進」への対応等に
　　　　留意した事業。

（７）   地域の魅力を発信し、イメージ向上や地域活性化を図る「シティプロモーションの
            推進」への対応等に留意した事業。

　対象事業のうち、第6次総合計画基本構想に掲げるまちの将来像『幸せを感じ、暮らし続けたい
と思うまち 常陸太田 ～子育て上手その先へ さらなる魅力の創造～』を実現するための事業で、１
年間の間に特に優先的に取り組んでいく事業。

４．対象事業

（１） 「第６次総合計画」に基づく事業で、令和８年度予算に政策的経費として予算要求
　　　　した事業。

（２） 「第６次総合計画」に基づく事業で、令和８年度予算に経常的経費として予算要求
　　　　した事業のうち、政策性の高い事業・独創性のある事業等。

（３） 「第６次総合計画」に基づく事業で、予算は伴わないが、政策性の高い事業・独創性
　　　　のある事業等。

（６）  「地球温暖化防止」を図るため、「省資源・循環型社会、脱炭素社会」の実現に
　　　　向けた「カーボンニュートラル推進」への対応等に留意した事業。

（４） 「第６次総合計画」に現時点では位置付けはないが、重要かつ早急な実施を必要
　　　　とする事業。

１．計画の目的
　第６次総合計画基本構想に掲げるまちの将来像『幸せを感じ、暮らし続けたいと思うまち　常陸
太田　～子育て上手その先へ　さらなる魅力の創造～』を実現するため、後期基本計画で具体化し
た施策に基づき、向こう１年間に実施する事業を明らかにすることにより、総合計画の着実な実現
を目指すものとする。

２．計画の性格
　市民ニーズと流動する社会経済情勢に的確に対応し、現実的かつ効果的に事業を実施するための
プログラムとするため、毎年度見直しを行う３ヵ年（今年度については、令和８年度が後期基本計
画の最終年度であるため１ヵ年）の計画とし、ＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ(計画)、Ｄｏ(実施)、Ｃｈｅｃ
ｋ(点検･評価)、Ａｃｔｉｏｎ(処置･改善)の徹底により、各事業の適切な進行管理を行うものとす
る。

３．実施計画の期間
　令和８年度の１ヵ年
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（1）働く機会の創出 ①市街地の整備促進

②企業誘致推進事業

③起業・創業・就労支援事業

④農業担い手支援事業

（2）地域特性を活かした農林水産業の振興 ①農地中間管理事業

②県営土地改良事業

③生産振興事業

④地場産物生産振興・高付加価値化

⑤チーズプロジェクト推進事業

⑥有害鳥獣等被害防止対策

⑦農産物等販路拡大・有利販売

⑧森林環境譲与税活用森林整備事業

（3）商工業の振興と地域内経済の循環促進 ①中小企業ビジネスチャレンジ応援事業

②産業活性化支援事業

（4）地域資源に磨きをかけた観光の振興 ①教育旅行推進事業

②誘客促進事業

③各種イベント開催補助事業

④体験・滞在型観光推進事業

⑤歴史資源の公開活用

⑥歴史資源の調査と整備
（市内遺跡調査・指定文化財整備）

⑦太田城跡周辺整備事業

⑧交流人口拡大推進事業

実　施　計　画　体　系

 Ⅰ　安心して働くことのできる仕事の場づくり

 1　産業振興と新たな雇用創出による仕事の場づくり
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 1　安心して子育てのできる環境づくり

（５）子育てへの支援 ①地域子育て支援センター運営事業

②医療福祉費助成

③保育園保育料減額化事業

④市内在住の保育園等利用者の給食費無償化

⑤市立小・中学校給食費無償化【新規】

⑥不妊・不育症治療費助成

⑦安心子育て応援事業

⑧ファーストバースデイ祝品給付事業

⑨こども家庭センター事業

⑩ファミリー・サポート・センター設置運営事業

⑪放課後児童クラブ設置運営事業

⑫放課後子ども教室

⑬子育て支援施設(じょうづるはうす)運営事業

⑭スマートフォンアプリを活用した子育て支援事業

⑮市立中学校修学旅行費補助事業【新規】

⑯マタニティ・サポート119事業【新規】

 2　郷土を愛し未来を拓くひとづくり

（６）豊かな心の育成 ①学校図書整備（小・中学校）

②よりよい学級づくり推進事業

③図書館デジタル化推進事業

④We  Love  常陸太田
　ぼくらのまちをぼくらがつくるプロジェクト

（７）魅力ある学校づくり ①三歳児クラスＴＴ配置事業

②ＴＴ非常勤講師配置事業

③英語教育充実事業（小・中学校）

④学びのじょうづるさんパスポート事業

⑤学校等統廃合

 Ⅱ　夢を育み健やかに生きるひとづくり
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 3　夢と生きがいをもって活躍するひとづくり

（8）多様な学習機会の支援 ①公民館活性化推進

②地域資源活用講座事業

（９）多彩な人材の育成と活用 ①老人クラブ等団体補助

 (11) スポーツ・レクリエーション活動への支援 ①ラジオ体操普及推進事業

②新総合体育館整備事業

③大里ふれあい広場プール長寿命化改修事業

④プロスポーツ連携事業

⑤いきいきヘルス体操の普及

 ４　健やかに生きるひとづくり

 (12) 健康づくりへの支援 ①地域健康づくり推進事業

②特定健康診査・特定保健指導の推進

③医療費の適正化（国民健康保険加入者）

④健康寿命延伸事業

 (13) 地域の支え合いの支援 ①地域福祉の推進

②生活困窮者自立支援事業

③子どもの学習・生活支援事業

④地域包括支援センター運営事業

⑤認知症地域支援・ケア向上推進事業
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 Ⅲ　暮らしやすく楽しむことのできるまちづくり

 １　安全・安心なまちづくり

 (14) 犯罪のないまちづくり ①子どもの安全対策強化

②空き地・空き家適正管理事業

 (15) 災害に強いまちづくり ①自主防災体制の強化【拡充】

②防災体制の整備（災害対策機器等整備）【拡充】

③防災体制の整備（原子力災害対策）

④消防施設整備事業

⑤大雨時内水対策事業【拡充】

 (16) 医療体制の整備 ①ラピッドカー運営共同事業

 ２　快適で魅力のあるまちづくり

 (19) 良好で魅力のある市街地の整備 ①市街地の整備促進

 (20) 公共交通体系の再編・充実 ①地域公共交通の確保

②公共交通次世代技術導入事業

③市内中学生フリー定期券交付事業

 (21) 道路の整備 ①市道0139号線整備事業

②市道改良・補修事業

 (22) 上下水道の整備 ①水道事業

②簡易水道事業

③下水道事業

 (23) 自然及び生活環境の保全 ①再生可能エネルギー推進事業 

②ごみ回収促進事業

③カーボンニュートラル啓発事業

 ３　地域の特性を活かしたコミュニティづくり

 (24) 結婚・定住の推進 ①結婚推進事業【拡充】

②ひたちおおた暮らし促進事業

③中学３年生卒業記念品給付事業

④定住促進助成事業

⑤まちなか定住促進事業

⑥JT跡地利活用事業

 (25) 市民の地域活動への支援 ①町会活動支援

②新たなコミュニティの形成

③地域貢献ポイント事業【新規】
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 Ⅳ　計画の推進のために

 １　行政力改革

 (27) 情報の共有と受発信機能の強化 ①広報戦略事業【拡充】

②ホームページ機能強化

 (28) 広域連携・産学金官連携の強化 ①大学との連携によるまちづくり

 (29) デジタル化の推進等による行政経営基盤の強
化

①マイナンバーカード普及及び利活用促進事業

②市民窓口のキャッシュレス化事業

③行政情報アプリ等導入事業

④デジタルデバイド対策事業

⑤電子申請推進事業

⑥AIを活用した市民サービスの向上【新規】

 (30) 自主性・自立性の高い財政運営 ①公共施設等の適正な管理運営

②第6次総合計画の進行管理

事業数 １０４事業
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事業名 事業担当課

①
市街地の整備
促進

東部地区にお
ける就業者数

（累計）

R8年度
640人

R6年度
507人

都市計画課

事業年度 ≫ 8

②
企 業 誘 致 推 進
事業

工業団地等
立地企業の
従業員数

R8年度
1,800人

R6年度
1,625人

商工振興・
企業誘致課

事業年度 ≫ 8

③
起 業 ・ 創 業 ・
就労支援事業

制度利用に
よる雇用者数

（年間）

R8年度
18人

R6年度
13人

商工振興・
企業誘致課

事業年度 ≫ 8

④
農 業 担 い 手 支
援事業

認定新規
就農者数
（累計）

R8年度
10人

（Ｒ4～Ｒ8累
計、

2人／年）

R6年度
9人

（Ｒ4～Ｒ6累
計）

農政課

事業年度 ≫ 8

少子化・人口減少問題の改善等を図るため、常陸太
田市東部土地区画整理事業による商業業務用地の形成
を図り、買い物環境の向上や雇用の場を創出し、将来
にわたり持続可能なまちづくりを進める。

※R5年度より企業立地

新たな雇用の創出と買い物環境の整備等を図るた
め、新規立地企業上下水道料金補助金等、各種補助金
等の交付により企業を支援し、東部土地区画整理事業
用地や工業団地等への企業誘致を促進する。

雇用と仕事の創出により定住促進等を図るため、新
規起業支援事業費補助金の交付により、新たな起業・
創業者を支援するとともに、市民雇用奨励金の交付や
就職面接会を開催するなど、市民の就労支援を行う。

農業者の高齢化と減少が急速に進行する中、ＵＩＪ
ターンや事業継承等により認定新規就農を目指す農業
者を支援し、地域農業を支える担い手の育成・確保を
図る。

１産業振興と新たな雇用創出による仕事の場づくり

（1）働く機会の創出

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

Ⅰ安心して働くことのできる仕事の場づくり
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（２）地域特性を活かした農林水産業の振興

事業名 事業担当課

①
農地中間管理
事業

農地集積面積
（年間）

R8年度
40ha

R4～R6年度
平均

36ha

農政課

事業年度 ≫ 8

②
県営土地改良
事業

工事実施面積
（累計）

R8年度
26.4ha

R6年度
0ha

農政課

事業年度 ≫ 8

③
生産振興事業

そば作付面積

R8年度
248ha

R6年度
240ha

農政課

事業年度 ≫ 8

④
地 場 産 物 生 産
振 興 ・ 高 付 加
価値化

果樹栽培面積

R8年度
42ha

R6年度
39ha

販売流通
対策課

事業年度 ≫ 8

⑤
チ ー ズ プ ロ
ジ ェ ク ト 推 進
事業

販路の確保

R8年度
44店舗

R6年度
36店舗

農政課

事業年度 ≫ 8

⑥
有 害 鳥 獣 等 被
害防止対策

農産物
被害面積

R8年度
49ａ以下

R6年度
80ａ

農政課

事業年度 ≫ 8

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

農地の有効利用の継続や農業経営の効率化を進める
担い手への農地利用の集積及び集約化を図るため、農
地中間管理事業に関する業務を受託し、事業の推進を
図る。

基盤整備事業により、農作業の省力化及び近代化を
図るとともに、担い手等への農地集積により大規模ほ
場化による生産性の向上及び耕作放棄地の抑制を図
る。

定期的な種子更新による高品質な常陸太田市産常陸
秋そばの生産量の維持確保を図るとともに、主要な農
産物の生産振興と利用促進を図る。
　・常陸秋そばリブランド化事業
　　常陸秋そばリブランド推進協議会を設
　　立し、常陸秋そば発祥の地である本市
　　産常陸秋そばの再興を図る。

農業者等の所得向上と本市産農産物の認知度向上を
図るため、果樹などの生産拡大と高品質化を促進す
る。

道の駅ひたちおおた等を販路とした、少量多品目栽
培や施設野菜栽培などを促進し、高齢・女性・小規模
農業者等の継続的な育成・所得向上・意欲醸成等を図
る。

新たな特産品である常陸太田市産チーズの販路の確
保やブランド化を進め地域産業の振興を図る。

有害鳥獣（イノシシ・カラス・ハクビシン等）によ
る農作物の被害防止を目的に、農業者の電気柵等の購
入費に対する助成や有害鳥獣の捕獲を行う。
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事業名 事業担当課

⑦
農産物等販路
拡 大 ・ 有 利 販
売

認証特産品
年間販売額

R8年度
860,000

千円

R6年度
833,925

千円

販売流通
対策課

事業年度 ≫ 8

⑧
森 林 環 境 譲 与
税 活 用 森 林 整
備事業 森林経営管理

制度による森
林整備面積

R8年度
7ha

R6年度
0ha

農政課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
中 小 企 業 ビ ジ
ネ ス チ ャ レ ン
ジ応援事業 市の補助事業

に取組む件数
（年間）

R8年度
20件

R6年度
20件

商工振興・
企業誘致課

事業年度 ≫ 8

②
産 業 活 性 化 支
援事業

コーディネー
ター訪問企業

数
（年間）

R8年度
830件

R6年度
236件

商工振興・
企業誘致課

事業年度 ≫ 8

商工業の振興と地域内経済の循環促進を図るため、
中小企業等販路拡大事業費補助金や経営革新支援事業
費補助金など各種補助金を交付することにより、中小
企業が実施する新たなビジネスチャレンジを支援す
る。

商工業の振興と地域内経済の循環促進を図るため、
産業活性化コーディネーターを配置し、市内中小企業
が抱える課題の解決に資するとともに、プレミアム付
商品券を発行し、市内の消費喚起を促進する。

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

農業者や事業者の所得の向上と地域経済の活性化を
図るため、新たに市内産の農産物を活用した加工品等
の開発をしようとする農業者や事業者等へ補助を行う
とともに、市内産の農産物やそれらを活用した加工品
等の販路拡大の支援をする。

手入れの行き届いていないスギ・ヒノキ等の私有人
工林について、森林経営管理制度に基づく森林整備を
実施することにより、二酸化炭素の吸収、災害の防
止、水源かん養など、森林のもつ公益的機能の発揮を
促進する。

（３）商工業の振興と地域内経済の循環促進

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

①
教育旅行
推進事業

年間受入人数
(常陸太田市分)

R8年度
420人

R6年度
218人

観光振興課

事業年度 ≫ 8

②
誘客促進事業

観光施設入込
客数

（年間）

R8年度
1,197千人

R6年度
1,120千人

観光振興課

事業年度 ≫ 8

③
各 種 イ ベ ン ト
開催補助事業

来場者数
（年間）

R8年度
158,000人

R6年度
147,231人

観光振興課

事業年度 ≫ 8

④
体 験 ・ 滞 在 型
観光推進事業

体験メニュー
利用者数
（年間）

R8年度
8,699人

R6年度
8,759人

観光振興課

事業年度 ≫ 8

⑤
歴 史 資 源 の 公
開活用

公開期間中の
来場者数

R8年度
10,000人

R6年度
8,168人

文化課

事業年度 ≫ 8

⑥
歴 史 資 源 の 調
査 と 整 備 （ 市
内 遺 跡 調 査 ・
指 定 文 化 財 整
備）

国指定
文化財数
（累計）

R8年度
7件

(R10年度)
８件

R6年度
７件

文化課

事業年度 ≫ 8

文化財の定期的な整備を行うとともに、遺跡の保護
と保存を図る。梵天山古墳周辺の史跡としての価値を
検討するための詳細な調査をH29年度から実施してお
り、国指定史跡への申請を行い、交流人口の拡大につ
なげる。

市内外からの誘客を促進し、交流人口や関係人口を
拡大させ、地域経済の活性化を図るため、市観光物産
協会に補助金を交付し、魅力あるまつり・イベントを
開催する。

指定文化財集中曝涼の開催により、文化財の保護活
用と交流人口の拡大を図る。

（４）地域資源に磨きをかけた観光の振興

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

地域資源や観光施設の魅力を活かした体験・滞在型
観光を推進し、交流人口や関係人口を拡大させ、地域
経済の活性化を図る。

恵まれた地域資源を活用した民泊（教育旅行）等を
通じ、交流人口・関係人口を拡大させ、地域の賑わい
と地域経済の活性化を図る。

交流人口の拡大や地域経済の活性化を図るため、レ
ンタカー助成や貸切バスを利用した団体旅行を催行す
る旅行事業者への助成を行うなど、市外・国外から本
市への誘客を促進する。

10



事業名 事業担当課

⑦
太 田 城 跡 周 辺
整備事業

太田城跡
周辺整備

R9年度
事業完了

文化課

事業年度 ≫ 8

⑧
交 流 人 口 拡 大
推進事業

SNSフォロ
ワー数

（年間）

R8年度
12,500人

R6年度
11,562人

観光振興課

事業年度 ≫ 8

太田城跡周辺の歴史的・文化財的価値の保存と活用
により、市民や来訪者の回遊性の向上と賑わいを創出
するとともに、郷土愛の醸成を図る。
　・文化財等展示施設整備
　・太田城跡周遊コース整備
　・堀跡の一部を活用した公園整備　等

交流人口や関係人口の拡大を図るため、県や市観光
物産協会等と連携して各種観光キャンペーンに積極的
に参加するとともに、都市部との交流を通した観光PR
を行う。

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

①
地 域 子 育 て 支
援 セ ン タ ー 運
営事業

利用数
（年間）

R8年度
2,296組

R6年度
2,296組

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

②
医 療 福 祉 費 助
成

交付率

R8年度
100%

R6年度
100%

保険年金課

事業年度 ≫ 8

③
保育園保育料
減額化事業

実施率

R8年度
100％

R6年度
100％

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

④
市 内 在 住 の 保
育 園 等 利 用 者
の 給 食 費 無 償
化 実施率

R8年度
100％

R6年度
100％

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑤
市 立 小 ・ 中 学
校 給 食 費 無 償
化
【新規】

実施率
R8年度
100％

給食センター

事業年度 8

市立小学校児童については、国と市の公費により、
市立中学校生徒については、国に先駆けて市の公費に
より、給食費を無償化し、子育て世帯の経済的負担の
軽減と市立学校の魅力向上を図る。

保護者同士の子育てについての相談や情報の交換な
どを通じて、子育ての負担感を和らげるため、公立・
私立の保育園・こども園において、気軽にかつ自由に
交流できる場の提供をするとともに、育児支援を行
う。

子育て世代の経済的負担を軽減することにより、安
心して子育てが出来る環境づくりの整備を図ることを
目的とし、未熟児や小児、高校生相当や妊産婦等への
医療費助成を行う。

子育て世帯への経済的負担の軽減を目的とし、3歳
未満児の保育料を半額減額し、3人目以降の保育料を
無償とする。

子育て世帯への経済的負担の軽減を目的とし、市内
在住で保育園・認定こども園に通う３歳以上児の給食
費について無償化を行う。

１安心して子育てのできる環境づくり

（５）子育てへの支援

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

Ⅱ夢を育み健やかに生きるひとづくり

12



事業名 事業担当課

⑥
不妊・不育症
治療費助成

申請者への
助成率

R8年度
100％

R6年度
100％

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑦
安 心 子 育 て 応
援事業

こども夜間診
療協力医療機

関数

R8年度
8医療機関

R6年度
8医療機関

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑧
フ ァ ー ス ト
バ ー ス デ イ 祝
品給付事業

贈呈率

R8年度
100％

R6年度
86.7％

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑨
こ ど も 家 庭 セ
ンター事業

合同ケース会
議開催回数
（年間）

R8年度
24回

R6年度
24回

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑩
ファミリー・サ
ポ ー ト ・ セ ン
ター設置運営事
業

サポート
実施件数
（年間）

R8年度
830件

R4～R6年度
平均

711件

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑪
放 課 後 児 童 ク
ラ ブ 設 置 運 営
事業

利用者数

R8年度
535人

R6年度
446人

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

児童の健全育成を図るため、日中に保護者のいない
家庭の小学校の児童を対象に、下校後あるいは長期休
暇中において、生活習慣等を学習する場を提供する。

妊娠期から子育て期の不安や悩みに対応するワンス
トップ相談窓口を設置し、必要な情報の提供や支援を
行い、育児不安の解消を図る。
　・サポートプランの作成・交付
　　妊娠出産、子育ての不安の解消支援
　・ペアレントトレーニング
　　保護者が養育スキルを学ぶプログラムを
　　実施

安心して子どもを産み、健やかに育てることができ
るよう、市社会福祉協議会への委託により、子育てを
援助する会員が、子育ての援助を希望する会員の子ど
もの一時保育や家事育児の援助を行う。

不妊・不育に悩む夫婦に対し、不妊治療に係る保険
適用外で実施した生殖補助医療及び先進医療、男性不
妊治療に要した費用の一部を助成する。また、保険適
用外で実施した不育症治療に要する費用の一部を助成
することにより、治療を受ける夫婦の経済的負担の軽
減を図る。

子どもの発達や関わり方に不安を抱く保護者に対す
る支援や、こども夜間診療による急病への対応を実施
することで、安心して子育てができる環境を整備す
る。

出生祝品給付事業を廃止し、児童の初めての誕生日
を迎える保護者に対し、祝品を贈呈する。

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

⑫
放課後子ども
教室

保護者アン
ケートによる
教室内容の

満足度

R8年度
100%

R6年度
98.7％

生涯学習課

事業年度 ≫ 8

⑬
子 育 て 支 援 施
設
(じょうづるは
うす)運営事業

来場者数
（年間）

R8年度
38,380人

（指定管理者選定

委員会の数値）

R6年度
38,470人

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑭
ス マ ー ト フ ォ
ン ア プ リ を 活
用 し た 子 育 て
支援事業

アプリ
活用者数

R8年度
1,400人

R6年度
1,075人

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

⑮
市 立 中 学 校 修
学 旅 行 費 補 助
事業
【新規】 実施率

R8年度
100％

教育総務課

事業年度 8

⑯
マ タ ニ テ ィ ・
サ ポ ー ト 119
事業
【新規】 利用者登録率

R8年度
100％

子ども福祉課

事業年度 8

市立中学校の修学旅行費を全額市が負担することで、
子育て世帯の経済的負担の軽減と市立学校の魅力向上
を図る。

緊急な状態となった妊婦が、産科医療機関への移動に
ついてサポートが得られない状況の際に、事前の登録
をもとに緊急自動車で搬送を行うことで、安心して妊
娠出産に臨むことができる環境を整える。

小学校低学年生の放課後の活動場所として、サポー
ターが子どもたちの安全を見守りながら一緒に活動
し、子供たちが安心して自由に「学び」「体験」「交
流」「遊び」ができる環境をつくる。

親同士の出会いと交流・子どもたちが自由に遊び関
わりあう場や、親子が他者と出会い、交流する場を提
供することにより、親子の関係性と家庭生活の安定を
図る。

「じょうづるアプリ」の活用により、妊娠中の健診
記録や子どもの成長記録、予防接種のスケジュール管
理ができるとともに、妊娠・出産に関する情報や市の
子育てサービスの情報の検索を可能とする。子育てに
関するイベント等の情報発信を行うなど、更なる子育
て支援を展開していく。

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

①
学校図書整備
（ 小 ・ 中 学
校）

学校図書
標準達成校

R8年度
全校

（15校）

R6年度
14校

教育総務課

事業年度 ≫ 8

②
よりよい学級
づ く り 推 進 事
業

居心地のよい
クラスの割合

R8年度
90%

R6年度
69％

指導室

事業年度 ≫ 8

③
図 書 館 デ ジ タ
ル化推進事業

電子書籍
年間貸出

タイトル数
（延べ）

R8年度
1,700

ﾀｲﾄﾙ

R6年度
993
ﾀｲﾄﾙ

図書館

事業年度 ≫ 8

④
We  Love
常陸太田
ぼ く ら の ま ち
を ぼ く ら が つ
く る プ ロ ジ ェ
クト

常陸太田市へ
の理解を深め
た生徒の割合

R８年度
80％

教育総務課

事業年度 ≫ 8

インターネット経由で電子書籍の貸出、返却等がで
きる電子書籍のコンテンツを追加し、図書館利用の促
進、市民の利便性の向上を図る。

　中学生を対象として、自分たちで未来の常陸太田市
を創造する心をつくるプロジェクトを実施し、新たな
郷土愛の醸成を図る。

※R7年度より事業開始

２郷土を愛し未来を拓くひとづくり

（６）豊かな心の育成

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

　いじめや不登校などの未然防止と児童生徒の心の問
題を早期発見、早期解決するとともに、自他の生命を
大切にし、優しい心をもって、たくましく生きる児童
生徒を育成するため、各学校の人権教育や道徳、特別
活動、生徒指導等の充実を支援する。
　・全中学校に導入した「心の健康観察アプリ」を
　　活用し、生徒の心や体調の変化を把握し早期
　　発見、早期支援につなげる。
　・スクールソーシャルワーカー配置事業

子どもに想像力、表現力を身につけさせ、人間性を
豊かにするため、学校規模、整備状況に応じた図書購
入費の配分による図書標準冊数の全校整備を行う。
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事業名 事業担当課

①
三歳児クラス
ＴＴ配置事業

三歳児ＴＴ
講師配置人数

配置率

R8年度
100％

R6年度
100％

教育総務課

事業年度 ≫ 8

②
Ｔ Ｔ 非 常 勤 講
師配置事業

ＴＴ授業
時間数

（年間）

R8年度
9,450時間

(945時間×10
人)

R6年度
9,800時間

(980時間×
10人)

指導室

事業年度 ≫ 8

③
英語教育充実
事 業 （ 小 ・ 中
学校）

英語を使った
活動が楽しい
小学生割合

中学生の英検
IBA

（3級相当）
取得率

R8年度
100%
R6年度

98％

R8年度
65%

R6年度
63％

教育総務課

指導室

事業年度 ≫ 8

④
学 び の じ ょ う
づ る さ ん パ ス
ポート事業 ポイント

付与件数
（施設利用件

数）

R8年度
245件

教育総務課

事業年度 ≫ 8

⑤
学校等統廃合

新たな整備
計画の策定

R8年度中に
計画策定

R6年度
児童生徒・園
児数の現状及
び将来推計並
びに施設老朽
化状況の把握

教育総務課

子ども福祉課

事業年度 ≫ 8

少子化の影響により学校の小規模化が進む中、学校
の適正規模・適正配置を図ることにより、子どもたち
にとってより望ましい教育環境を整える。

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

はじめて親から離れて集団生活をする三歳児に、TT
講師が個々に関わり指導するなど細やかな援助をする
ことにより、幼稚園生活に慣れる手助けをする。

ティーム・ティーチングによる学習指導方法によ
り、各学校において児童にきめ細かな指導を実施す
る。

小・中学生の英語学習に対する関心や意欲を高め、
英語力を育成するため、次のことを行う。
　・English Day Campの実施(小学生)
　・福島県の「ブリティッシュヒルズ」で
　　の英会話レッスン等(中学生)
　・中学生が英検を受検する際の検定料の
　　一部を助成

小中学生が県内の教育・文化施設等を利用する際
に、利用料金の一部をデジタル通貨ポイントで付与
し、学びの場の拡充と子育て世帯の負担の軽減を図
る。

※R7年度より事業開始

（７）魅力ある学校づくり
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事業名 事業担当課

①
公民館活性化
推進

公民館事業
参加者数
（年間）

R8年度
15,000人

R6年度
14,702人

生涯学習課

事業年度 ≫ 8

②
地域資源活用
講座事業

受講者数
（年間）

R8年度
1,200人
（定員）

R6年度
1,218人

※定員を超えて受講を
受け入れたため目標値

を超えている

生涯学習課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
老人クラブ等
団体補助

老人クラブ数
及び敬老会主

催団体数

R8年度
154団体

R6年度
144団体

高齢福祉課

事業年度 ≫ 8

地区公民館に活動の原資となる助成金を交付すると
ともに、公民館職員の研修や各分野にわたる講座等を
実施することにより、市民の教養の向上、生活文化の
振興を図る。

市民一人ひとりが生きがいを実感し、豊かな人生を
送るため、経験豊富な講師を招き、史跡や四季折々の
景色の変化、郷土の自然など、地域資源を有効に活用
した各種講座・教室を開催する。

（9）多彩な人材の育成と活用

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

高齢者の生きがいと健康づくりや明るい長寿社会づ
くりを推進するため、老人クラブ活動や地区敬老会に
対して補助を行う。

３夢と生きがいをもって活躍するひとづくり

（８）多様な学習機会の支援

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

17



事業名 事業担当課

①
ラ ジ オ 体 操 普
及推進事業

ラジオ体操
教室参加者数

R8年度
330人

R6年度
312人

スポーツ
振興課

事業年度 ≫ 8

②
新 総 合 体 育 館
整備事業

新総合体育館
整備の進捗

R10年度
供用開始

R8年度
73％

R6年度
20％

スポーツ
振興課

事業年度 ≫ 8

③
大 里 ふ れ あ い
広 場 プ ー ル 長
寿 命 化 改 修 事
業

改修工事の
進捗

R8年度
工事完了

スポーツ
振興課

事業年度 ≫ 8

④
プ ロ ス ポ ー ツ
連携事業 プロスポーツ

クラブと連携
した事業参加

者数
（年間）

R8年度
900人

R6年度
808人

スポーツ
振興課

事業年度 ≫ 8

⑤
い き い き ヘ ル
ス体操の普及

いきいきヘル
ス体操教室
参加者数
（年間）

R8年度
12,000人

R6年度
9,818人

健康づくり
推進課

事業年度 ≫ 8

大里ふれあい広場プールの長寿命化を図るため、改
修工事を実施する。

※令和7年度より事業開始

スポーツへの関心や運動力向上を図るため、プロス
ポーツクラブ等と連携してサッカー教室をはじめとす
る各種教室を開催する。また、プロスポーツクラブ等
の持つ情報発信力を活用した本市の魅力発信等を行
う。

高齢者が自ら取り組む健康づくりを促進するため、
いきいきヘルス体操の普及を図る。

（11）スポーツ・レクリエーション活動への支援

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

いつでも、どこでも、誰でも気軽に取り組むことが
でき、様々な健康効果が期待できるラジオ体操を推進
することで、市民の健康に対する関心を高め、運動習
慣の定着化を図る。

誰もが気軽にスポーツに親しめる環境をつくり、市
民のスポーツ活動の促進・健康寿命の延伸による活力
あるまちづくりを推進する。

R2年度に策定した常陸太田市新総合体育館整備基本
計画に基づき、整備を進めている。
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事業名 事業担当課

①
地 域 健 康 づ く
り推進事業

大腸がん検診
受診率

R8年度
26.0%

R6年度
24.1％

健康づくり
推進課

事業年度 ≫ 8

②
特 定 健 康 診
査 ・ 特 定 保 健
指導の推進

特定健診
受診率

R8年度
52.5%

R6年度
50.4％

保険年金課

事業年度 ≫ 8

③
医 療 費 の 適 正
化 （ 国 民 健 康
保険加入者） ジェネリック

医薬品利用率

R8年度
83.5%

（データヘルス
計画より）

R6年度
90.2％

保険年金課

事業年度 ≫ 8

④
健 康 寿 命 延 伸
事業

65歳以上の要
介護2以上の

割合

R8年度
8.8%

R6年度
　8.89%

健康づくり
推進課

事業年度 ≫ 8

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

市民の健康寿命の延伸を図ることを目的に、各種健
康づくり事業（重症化予防事業、健康レシピ、歯周病
検診、胃がんリスク層別化検査、がん検診受診率向上
対策事業等）を推進する。
　・長生きじょうづるさん健康ポイント
　　茨城県が実施するいばらきヘルスケア
　　ポイント事業に参加する市民に対して
　　市独自のデジタルポイントを付与し、
　　健康づくり活動を推進する。
　

特定健診の実施により、疾病の早期発見、早期治
療、健診結果に基づく事後の保健指導を行い、重症化
予防を促進する。

40歳から74歳までの国民健康保険被保険者への人
間ドック等に係る健診費用について補助を行うことに
より、生活習慣病等の早期発見・早期治療に努めると
ともに、ジェネリック医薬品の利用促進や頻回受診者
への適正受診指導を行うことで医療費の適正化を図
る。

国の「健康寿命延伸プラン」に基づき、後期高齢者
を対象にきめ細やかな保健事業(高齢者の保健事業と介
護予防の一体的な実施)を実施することにより、フレイ
ルのおそれのある高齢者全体を支援する。
  ・疾病予防・重症化予防
  ・通いの場への積極的な関与等の実施
  ・フレイル予防に特化した献立作成
  ・低栄養予防教室の開催

４健やかに生きるひとづくり

（12）健康づくりへの支援
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事業名 事業担当課

①
地 域 福 祉 の 推
進

地域福祉懇談
会参加者数
（年間）

R8年度
950人

R6年度
159人

社会福祉課

事業年度 ≫ 8

②
生活困窮者
自立支援事業

新規相談件数

R8年度
40件

R6年度
41件

社会福祉課

事業年度 ≫ 8

③
子 ど も の 学
習 ・ 生 活 支 援
事業

参加者数

R8年度
30人

R4～R6年度
平均

22人

社会福祉課

事業年度 ≫ 8

④
地域包括支援
センター運営
事業

相談件数
（年間）

R8年度
7,800件

R4～R6年度
平均

8,296件

高齢福祉課

事業年度 ≫ 8

⑤
認 知 症 地 域 支
援 ・ ケ ア 向 上
推進事業 認知症カフェ

参加者数
（年間）

R8年度
120人

R4～R6年度
平均

58人

高齢福祉課

事業年度 ≫ 8

生活保護世帯や準要保護世帯等の子ども（中学生）
に対し、学習支援の他、悩みや進学に関する助言等を
行い、学習習慣、生活習慣の確立や学習意欲の向上を
図る。

地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的
に支援することを目的に、包括的支援事業等を地域で
一体的に実施する中核的機関として総合相談支援等を
行う。

認知症の人に対し、状態に応じた適切なサービスが
提供されるよう、地域において認知症の人を支援する
関係者との連携調整、認知症の人とその家族を支援す
る相談支援並びに支援体制の整備を行う。

（13）地域の支え合いの支援

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

市民が住み慣れた地域において、自己の能力を活か
しながら相互に支え合い、末永く安心して暮らしてい
けるよう、地域福祉計画に基づく地域福祉の推進を図
る。

生活保護に至る前の段階から就労支援等の自立支援
を包括的に実施することにより、生活困窮状態からの
早期自立を支援する。
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事業名 事業担当課

①
子どもの安全
対策強化

地域子ども
安全ボラン

ティア会員数

R8年度
620人

R4～R6年度
平均

528人

教育総務課

事業年度 ≫ 8

②
空 き 地 ・ 空 き
家 適 正 管 理 事
業 助言指導を実

施した管理不
全の空き地・
空き家等の
適正化率
（年間）

R8年度
70%

R6年度
48.6％

市民協働
推進課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
自 主 防 災 体 制
の強化
【拡充】

自主防災訓練
年間実施組織
数

R8年度
66団体

R6年度
61団体

防災対策課

事業年度 ≫ 8

②
防 災 体 制 の 整
備 （ 災 害 対 策
機器等整備）
【拡充】

災害用食糧・
飲料水等備蓄
数

R8年度まで
5,600人分

（3日分）の
備蓄を継続

R6年度
5,600人分

防災対策課

事業年度 ≫ 8

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

自主防災組織が自立し、主体的な活動を継続するた
め、中心的役割を担う人材の育成及び各種訓練の支援
を行う。

また、自主防災組織が保有する防災資機材等の更新
整備に対して支援を行う。
　・防災リーダー研修会の開催
　・いばらき防災大学の受講経費への助成
　・防災訓練実施費用への補助
　・防災資機材等の更新整備への補助【新規】

備蓄食料品及び避難所運営に必要な物品等を確保
し、迅速かつ的確な災害対応を行い、市民が安全に避
難できる環境を整備する。

また、避難行動要支援者の早期避難(逃げ遅れゼロ)
のための支援を行う。
　・災害時の備蓄物品の整備
　・市立小中学校体育館等への移動式エアコン
　　整備【新規】
　・避難行動要支援者の避難支援者に対する
　　自動車保険の加入及び電話一斉配信シス
　　テムの運用による避難体制の強化

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

子どもたちの安全確保のため、「子どもを守る110
番の家」の拡充、地域子ども安全ボランティアとの連
携強化等により、地域ぐるみの防犯活動を推進する。

管理不全状態にある空き地や空き家の所有者等に対
して、適正な管理をするよう助言・指導を行う。

（15）災害に強いまちづくり

１安全・安心なまちづくり

（14）犯罪のないまちづくり

Ⅲ暮らしやすく楽しむことのできるまちづくり
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事業名 事業担当課

③
防 災 体 制 の 整
備
(原子力災害対
策)

原子力災害
広域避難訓練
の実施回数

R8年度まで毎
年度1回の訓

練を実施

R6年度
1回

防災対策課

事業年度 ≫ 8

消防車両
整備数

（累計）

R8年度
3台

R6年度
2台

消防団機械器
具置場整備数

（累計）

R8年度
整備3棟
解体8棟
R6年度
解体7棟

消防水利の
設置数

（累計）

R8年度
3基

R6年度
消火栓3基

事業年度 ≫ 8

⑤
大 雨 時 内 水 対
策事業
【拡充】

排水ポンプ
車両整備台数

（累計）

対策に係る調
査（累計）

対策箇所の整
備（累計）

R8年度
２台

R6年度
1台

R8年度
7箇所

R6年度
7箇所

R8年度
３箇所

R6年度
0箇所

建設課

事業年度 ≫ 8

原子力災害広域避難計画の実効性の向上を図るた
め、関係機関や避難先の市町村等と連携し、原子力災
害広域避難訓練等を実施する。

④
消防施設整備
事業

市民の安全・安心確保のため消防施設等の整備をお
こなう。また、消防団を中核とした地域防災力の充実
強化を図るため、消防団車両及び消防団機械器具置場
等を整備する。

さらに、消防水利の充実整備を図り、災害に強い安
全・安心なまちづくりを構築する。
　令和8年度
　・里美出張所車庫新築工事
　・消防本部防犯カメラ設置工事
　・金砂郷支団第３分団第２部機械器具置場・
　　詰所新築工事
　・水府支団第３分団第２部機械器具置場新築
　　工事
　・旧金砂郷支団第１分団第１部機械器具置場
　　解体工事

消防本部
総務課

大雨により河川の水位が上昇し、内水の水はけが悪
くなることで発生する「内水被害」を防止するため、
内水処理対策に係る調査を実施するとともに、排水ポ
ンプ車等を計画的に整備する。
　・釜場整備に伴う調査・設計
　・松栄町地内釜場整備工事
　・稲木町地内内水対策工事【新規】
　　（フラップゲート、釜場整備）

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

①
ラピッドカー
運営共同事業

救命率
※心肺停止状
態から社会復
帰した割合

R8年度
6%

R4～R6年度
平均

4.9％

消防本部
消防課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
市街地の整備
促進

進出決定企業
面積及び割合

（累計）

R8年度
19.1ha

（100％）

R6年度
14.7ha

（77％）

都市計画課

事業年度 ≫ 8

（19）良好で魅力のある市街地の整備

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

少子化・人口減少問題の改善等を図るため、常陸太
田市東部土地区画整理事業による商業業務用地の形成
を図り、買い物環境の向上や雇用の場を創出し、将来
にわたり持続可能なまちづくりを進める。
　・事業面積26.1ha
　（うち宅地面積は19.1ha）

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

救急出動件数の増加及びその多くを市外医療機関に
頼らざるを得ない状況を考慮し、４市（常陸太田市、
日立市、高萩市、北茨城市）と日製日立総合病院で構
成するラピッドカー運営協議会への加入を継続し、本
市におけるラピッドカー運用を実施する。

※ラピッドカーとは、消防からの要請により、心肺停
止や重症な患者の治療を行うため、医師、看護師及び
救急医療資機材を乗せて現場に出動する車両。

２快適で魅力のあるまちづくり

（16）医療体制の整備
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事業名 事業担当課

①
地 域 公 共 交 通
の確保

公共交通
利用者数
（年間）

R8年度
658,000人

R6年度
612,137人

企画課

事業年度 ≫ 8

②
公 共 交 通 次 世
代 技 術 導 入 事
業

自動運転EVバ
スの乗車人数

（累計）

R8年度
33,000人

R6年度
6,089人

企画課

事業年度 ≫ 8

③
市 内 中 学 生 フ
リ ー 定 期 券 交
付事業 中学生フリー

定期利用者数
（年間）

R８年度
22,500人

R6年度
20,815人

企画課

事業年度 ≫ 8

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

持続可能な公共交通サービスの維持・確保を図るた
め、引き続き、公共交通利用の分析及び社会情勢や市
民ニーズに対応した公共交通の見直し、利用促進に向
けた取り組みを推進する。

多様な移動ニーズに応じた効率的な運行や環境に配
慮した交通システムの構築、次世代技術と融合した魅
力あるまちづくりを実現するため、自動運転車両EVバ
スの安定走行及び拡充やAIオンデマンド交通等を推進
する。

市内の中学校に通学する生徒に、市内バス停で自由
に乗降できるフリー定期券を交付する。中学生のバス
に乗る機会を創出することで、路線バス利用の促進を
図るとともに、東部地区商業施設等への移動により、
賑わいを創出する。

（20）公共交通体系の再編・充実
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事業名 事業担当課

①
市 道 0139 号
線
整備事業 道路整備の着

工率（トンネ
ル部を除く）

R8年度
59%

R6年度
45％

市道0139号
線整備推進課

事業年度 ≫ 8

②
市 道 改 良 ・ 補
修事業

橋りょう長寿
命化修繕率
（早期措置
対象51橋）

R8年度
82%

R6年度
67％

建設課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
水道事業

基幹管路の
耐震化率

R8年度
44.6％

R6年度
34.1％

上水道課

事業年度 ≫ 8

②
簡易水道事業

基幹管路の
耐震化率

R8年度
25.0％

R6年度
0.4％

上水道課

事業年度 ≫ 8

③
下水道事業

汚水処理人口
普及率

R8年度
85.８%

R6年度
85.6％

下水道課

事業年度 ≫ 8

安心・安全な水道水を安定供給できるよう、水道施
設の維持管理を徹底するとともに、上下水道耐震化計
画に基づき重要施設接続する基幹管路等の耐震化を推
進する。

公共用水域の水質保全等を図るため、下水道施設の
維持管理を徹底するとともに、施設の計画的な整備
（雨水幹線、汚水管路等）を推進する。

児童、生徒の通学路の安全安心の確保や、生活道路
の向上を図るとともに、防災、減災対策の観点から市
道や橋りょうの改良・補修を行う。

（22）上下水道の整備

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

安心・安全な水道水を安定供給できるよう、水道施
設の維持管理を徹底するとともに、上下水道耐震化計
画に基づき重要施設接続する基幹管路等の耐震化を推
進する。

（21）道路の整備

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

市民生活の安全確保や利便性の向上、国県道を補完
し地域振興や物流の効率化を図る重要な基盤となる道
路の整備を図る。

H30年度に事業化し、合併市町村幹線道路緊急整備
支援事業として茨城県へ委託して道路整備を進めてい
る。
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事業名 事業担当課

①
再生可能エネ
ル ギ ー 推 進 事
業 二酸化炭素

排出削減量
（累計）

R8年度
6,627t-CO2

R6年度
6,252t-CO2

環境政策課

事業年度 ≫ 8

②
ごみ回収促進
事業

ごみ搬入量

R8年度
14,440ｔ

R6年度
14,902ｔ

環境政策課

事業年度 ≫ 8

③
カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト ラ ル
啓発事業 表彰件数

（最優秀）
（累計）

R8年度
15件

R6年度
　10件

環境政策課

事業年度 ≫ 8

地球温暖化防止対策として、太陽光発電設備や高効
率給湯器の設置、電気自動車等次世代自動車や充電設
備の導入に対する補助を行い、低炭素、循環型社会の
形成等、環境にやさしいまちづくりを推進する。

資源ごみ23分別の推進・指導を強化し、ごみ排出量
の削減を図るともに、ごみ集積所の環境整備を促進す
る。

カーボンニュートラル実現の推進に賛同する事業者
からの寄付金を基に、カーボンニュートラルや地球温
暖化防止を推進するため、講演会や顕彰事業を実施
し、広く環境意識の啓発を図る。

（23）自然及び生活環境の保全

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）
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事業名 事業担当課

①
結婚推進事業
【拡充】

事業参加者及
び登録会員の
婚姻成立数
（累計）

R8年度
215件

R6年度
195件

少子化・
人口減少
対策課

事業年度 ≫ 8

②
ひたちおおた
暮 ら し 促 進 事
業

空き家バンク
等を利用した

転入者数
（累計）

R8年度
246人

R6年度
186人

少子化・
人口減少
対策課

事業年度 ≫ 8

③
中 学 ３ 年 生 卒
業 記 念 品 給 付
事業 贈呈率

R８年度
100%

R6年度
100％

教育総務課

事業年度 ≫ 8

④
定住促進助成
事業

住宅支援制度
を活用した転

入者数

R８年度
140人

R6年度
112人

少子化・
人口減少
対策課

事業年度 ≫ 8

⑤
まちなか定住
促進事業

当事業にて
建てられた

アパート等へ
の入居戸数
（累計）

R8年度
231戸

R6年度
223戸

少子化・
人口減少
対策課

建築住宅課

事業年度 ≫ 8

人口減少や少子高齢化対策として賃貸住宅の確保・
供給に対する取り組みを進めるため、賃貸住宅の新築
及び建替えに対し助成を行う。また、民間活力を活用
して整備した賃貸住宅「ファミーユくじらヶ丘」を借
上げ、子育て世帯に魅力ある住宅を提供する。
　・省エネ賃貸（ZEH賃貸）住宅は、建築時
　　費助成金に最大100万円を上乗せ

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

少子化の一因とみられる未婚者の増加傾向に歯止め
をかけるため、結婚相談センター「YOU愛ネット」の
運営、いばらき出会いサポートセンターと連携したＡ
Ｉマッチングシステムの活用、交流型の出会いの場創
出事業等を行う。
　・一年成婚事業の実施
　・YOU愛ネット入会・更新用写真代助成
　・ライフデザインセミナーの実施【新規】

空き家・空き地の利活用を図るとともに、首都圏や
市外から本市への移住促進を目的とし、移住・定住相
談室の運営や空き家・空き地バンクの運用等を行う。

小学校・中学校生活の中で慣れ親しんだじょうづる
さんのデザインを用いた卒業記念品（トートバック）
を贈呈する。

定住化を促進し、人口減少を抑制するとともに、活
力あるまちづくりの推進と地域経済の活性化に資する
ことを目的とし、新婚家庭家賃助成や住宅取得促進助
成等、子育て世帯等に対する支援施策を展開する。
　・住宅取得促進助成における加算金
　（UIJターン加算、同近居加算、子ども加算）

３地域の特性を活かしたコミュニティづくり

（24）結婚・定住の推進
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⑥
Ｊ Ｔ 跡 地 利 活
用事業

JT跡地の
整備

R9年度
事業完了

企画課

事業年度 ≫ 8

市有地であるＪＴ跡地を住宅用地として有効に活用
し、移住・定住の促進を図る。

R８年度は、活用に向けて条件整備・事業者公募等
を進める。
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事業名 事業担当課

①
町会活動支援

交付金を活用
した地域振興

活動実施
町会数

R8年度
117町会

R6年度
117町会

市民協働
推進課

事業年度 ≫ 8

➁
新たなコミュ
ニティの形成

地区コミュニ
ティ設立数
（累計）

R8年度
11地区

R6年度
9地区

市民協働
推進課

事業年度 ≫ 8

③
地 域 貢 献 ポ イ
ント事業
【新規】

支援者数
R8年度
９０名

高齢福祉課

事業年度 8

（25）市民の地域活動への支援

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

町会等が行う地域の振興活動及び協働のまちづくり
活動を支援するため、交付金を交付する。

地域の課題を発見し、住民自らが考え行動する環境
づくりを進めるため、地域の各種団体や町会などによ
り構成する新たな地域コミュニティの設置を推進し、
地域内の横断的な意見交換や情報の共有化、連携（協
働）活動の活性化を図る。

地域における担い手の確保を図るため、地域福祉活
動などのボランティア活動に対し、活動に応じた地域
貢献ポイントを付与する。
　・高齢者のごみ出し支援を行った方に対し、
　　地域貢献ポイントを付与する。
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事業名 事業担当課

①
広報戦略事業
【拡充】

市公式ＳＮＳ
登録件数

R8年度
14,000件

R6年度
10,397件

広報広聴課

観光振興課

事業年度 ≫ 8

②
ホームページ
機能強化

ホームページ
月間アクセス

件数

R8年度
37,000件

R6年度
22,681件

広報広聴課

事業年度 ≫ 8

事業名 事業担当課

①
大 学 と の 連 携
に よ る ま ち づ
くり

連携によるま
ちづくり事業

実施件数
（年間）

R８年度
20件

R6年度
４件

企画課

事業年度 ≫ 8

大学のもつ専門的な知識・技術・人材や学生の視点
などを活用し、地域と大学が連携することにより、地
域の発展、地域活力の維持向上、交流人口や関係人口
の拡大による地域の活性化、固有財産の再発見及び人
材育成を図る。

第６次総合計画に掲げるまちの将来像の実現を目指
すため、本市の魅力や取組を市内外へ効果的に発信す
るシティプロモーションを推進するとともに、市民一
人ひとりのシビックプライドの醸成を図り、戦略的な
広報に取り組む。
　・県外ローカルテレビの活用【新規】
　・市民インフルエンサーの養成【新規】
　・常陸太田アンバサダーの任命【新規】
　・フィルムコミッションHPの作成【新規】

ICTの発達･進展に対応した魅力あるホームページの
作成・運用を行うとともに、動画等の活用を図りなが
ら、定期的な各ページの見直しや階層の整理統合等を
実施し、閲覧性の向上を図る。

また、市民がリアルタイムに情報を受発信できるよ
う、SNS等を活用した地域情報や防災情報等の配信を
行う。

（28）広域連携・産学金官連携の強化

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

（27）情報の共有と受発信機能の強化

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

１行政力改革

Ⅳ計画の推進のために
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事業名 事業担当課

①
マイナンバー
カ ー ド 普 及 及
び 利 活 用 促 進
事業

マイナンバー
カード交付率

R8年度
100%

R6年度
77.6％

市民課

事業年度 ≫ 8

②
市 民 窓 口 の
キ ャ ッ シ ュ レ
ス化事業

キャッシュレ
ス決済の割合

R8年度
14%

R6年度
13%

市民課

税務課

収納課

各支所

事業年度 ≫ 8

③
行 政 情 報 ア プ
リ等導入事業

行政情報
アプリダウン

ロード数

R8年度
10,000件

R6年度
5,820件

企画課

事業年度 ≫ 8

④
デ ジ タ ル デ バ
イド対策事業

高齢者(65歳
～79歳)のス

マートフォン所
持率

R8年度
80%

R6年度
72.6%

企画課

事業年度 ≫ 8

⑤
電 子 申 請 推 進
事業

いばらき電子
申請・届出様
式数の向上

R8年度
1,500件

R6年度
1,484件

企画課

事業年度 ≫ 8

⑥
AI を 活 用 し た
市 民 サ ー ビ ス
の向上
【新規】

AIチャット
ボット、生成
AIの導入

R8年度
トライアルの
実施及び導入

企画課

広報広聴課

事業年度 8

（29）デジタル化の推進等による行政経営基盤の強化

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

マイナンバーカードのさらなる普及促進を図るとと
もに、マイナポータル・ぴったりサービスの利用拡大
など、マイナンバーカード利活用促進のための有効施
策を推進する。

証明書発行の手数料支払いにおいてキャッシュレス
決済サービス(クレジットカード・電子マネー・ＱＲ
コード決済)を導入し、市民の利便性の向上と職員の負
担軽減を図る。

行政情報アプリの運用により、行政情報窓口を一元
化し、利用者の利便性向上と行政事務の効率化を図
る。
　・行政情報アプリの運用
　・デジタル通貨の運用（プレミアム付商品
　　券等）

ICT（スマートフォン等）の活用能力（年齢等）の
違いや地理的条件等によって生じる格差（デジタルデ
バイド）の解消を図る。
　高齢者支援
　・スマホ教室の開催

いばらき電子申請・届出サービスを活用して、行政
手続きの電子化を推進することにより、市民の利便性
の向上及び職員の負担軽減を図る。

24時間対応AIチャットボット（問い合わせ窓口）や
生成AIを導入し、市民サービスの向上及び職員の負担
軽減を図る。
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事業名 事業担当課

①
公共施設等の
適 性 な 管 理 運
営

縮減額
（累計）

R8年度
146億円

R6年度
127.6憶円

企画課

事業年度 ≫ 8

②
第 ６ 次 総 合 計
画の進行管理

実施計画登載
事業の目標

指標達成割合

R8年度
100%

R6年度
100％

企画課

事業年度 ≫ 8

事業内容
目標値（R8年度）
実績値（R6年度）

「公共施設等総合管理計画」及び「公共施設等再配
置計画」に基づき、保有を続ける公共施設を見極め、
適切な維持管理を図るため、R38年度までに更新・維
持管理費等の約500億円（年間約12.5億円）の縮減を
目標に、施設ごとの再配置を進める。

第６次総合計画に掲げるまちの将来像を実現するた
め、総合計画の適切な進行管理を行い、効果的・効率
的な行政経営を行う。

（30）自主性・自立性の高い財政運営
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